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バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業

地域自立システム化実証事業

地域における混合系バイオマス等による乾式メタン発酵技術を適した

バイオマスエネルギー地域自立システムの実証事業
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問い合わせ先

株式会社富士クリーン

E-mail :machikawa@fujicl.com

ＴＥＬ : 087-878-3111



1. 期 間

開始 ：2016 年 8月 （平成 28年度）

終了（予定）：2021 年 3月 （令和 2年度）

2. 最終目標

研究開発項目 研究課題 目 標

１バイオマス原料調達の検証 ① 混合系バイオマスの質と量の検証 73.2 t/日

２エネルギー変換技について
の検証

① 高効率ごみ選別装置としての検証
80 %以上のバイオマス回収率

（不適合物10 %未満）

② 混合系バイオマスに対してのバイオガス発生量および
メタン濃度の検証

日平均 9,490 Nm3/日
（CH4-55±10 %）

３エネルギー利用について
の検証

① バイオガス使用量等の検証 日平均 8,029 Nm3/日以上

② 発酵残渣とカーボン滓の熱量把握および焼却施設におけ
る検証

補助燃料として使用可能化の検証

４システム全体の検証

① 温室効果ガス削減の検証
削減量：

温室効果ガス 9,887 ton-CO2/年

② システム全体の物質収支および埋立廃棄物量との検証
システム全体、施設全体の物質収支、エネルギー収支

及び埋立廃棄物量の検証

③ 事業採算性の検証
システム全体、施設全体での

バイオマス事業の事業採算性の検証

3. 成果・進捗概要

本実証事業は、種汚泥と原料（廃棄物）を混合させながら活性させることに成功した。そして、原料
（廃棄物）のみで、バイオガスを安定的に発生させることを確認し、原料（廃棄物）ごとのバイオガス発
生量を試験値と比較しながらデータ回収することが出来た。引続き、最終目標に記載している研究課題に
対して準じ評価を実施していき、事業採算性を明確にしていく。
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企業説明

 社 名 / 株式会社 富士クリーン

 業 種 / 一般･産業廃棄物収集運搬および処理業

 設 立 / 昭和５０年７月

 資本金 / ３億円

 本 社 / 香川県綾歌郡綾川町山田下２９９４番地１

 事業場 / 徳島支店 中間処理施設 最終処分場など

 従業員 / 1１8名 本社

Ｓ４９. ９ 創 業

Ｓ５１. １ 香川県より産業廃棄物処理業が認可される

Ｈ ７. ４ 香川県より大型中間処理施設設置許可される

Ｈ ９. ２ 中間処理（焼却）施設完成

Ｈ１３. ５ 固形燃料化施設完成

Ｈ１３.１２ 一般・産業廃棄物管理型処分場完成

Ｈ１６. ２ ＩＳＯ１４００１取得（ＪＱＡ-ＥＭ３７８０）

Ｈ１８.１０ 綾川町より一般廃棄物処分業が認可

Ｈ１８.１２ 産業廃棄物処理施設特例法により香川県より認可

Ｈ２０. ９ 破砕施設・造粒固化施設増設

Ｈ２１.１１ 香川県環境配慮モデル事業所 第１０号認定

Ｈ２５．２ 低濃度ＰＣＢ廃棄物無害化処理大臣認定（廃PCB等）

Ｈ２７．３ 低濃度ＰＣＢ廃棄物無害化処理大臣認定（その他汚染物）

≪沿革≫

香川県
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焼却施設 管理型最終処分場

乾式メタン発酵施設

破砕選別施設

固形燃料化施設

造粒固化施設

浸出水処理施設

収集･運搬 から 中間処理･最終処分 そして再資源化まで廃棄物処理に関する一貫体制の確立

環境方針

「循環型社会の構築」「地域との融合」「効率的なエネルギー使用と新エネルギーの創造」

企業説明
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1973年 2010年 2011年 2030年

再生可能エネルギーの取組は必須

≪国内における再生可能エネルギーの動向≫

１ 原油価格変動による急激な燃料費

の変動（高騰）

浸出水処理施設、焼却処理施設などで、

大量の重油と電力消費

２ 環境に対する社会的責任（CSR）

３ 将来の人口減少に伴う廃棄物の減少

（売上の減少）

≪当社の課題≫

１ 自治体

焼却施設の老朽化･温暖化対策･防災の準備

２ 食品製造業

多量な食品在庫･適正処理の徹底･温暖化対策

３ 再生業者

堆肥処理の飽和･再生利用率の停滞（難処理古紙類など）

≪国内で共通する地域の課題≫

国内の方向性に沿った、地域の課題を解決し、社会インフラサービスを確立できる事業

はじめに
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はじめに

2010年度 2016年度 2030年度

火力全体：64 ％
LNG 28 ％
石油 9 ％
石炭 27 ％

火力全体：83 ％
LNG 40 ％
石油 9 ％
石炭 33 ％

火力全体：56 ％程度

LNG 27 ％程度

石油 3 ％程度

石炭 26 ％程度

原子力：26 ％ 原子力：2 ％

原子力：22～
20 ％程度

再エネ：10 ％ 再エネ：15 ％ 再エネ：22～
24 ％程度

地熱：1.0 ～ 1.1 ％程度

バイオマス :
3.7 ～ 4.6 ％程度

風力 : 1.7 ％程度

太陽光 : 7.0 ％程度

水力 :
8.8 ～ 9.2 ％程度

地熱：0.2 %

バイオマス : 1.6 ％

風力 : 0.5 ％

太陽光 : 3.3 ％

水力 : 8.8 ％

2016 年度

2030 年度出所：*1

【再エネ 電源構成】

2015 年度

木質：90.8 %

廃棄物：7.7 %

メタン：1.5 %

出所：*2

バイオマス
発電

【バイオマス 電源構成】

・ 原料収集が困難

・ 限定的なエネルギー発生

・ 消化液の処理コスト

・ 液肥市場の確保が困難

・ 廃棄物処理法への対応

≪メタン発酵事業展開がすすまない理由≫

＊1 出所：経済産業省資源エネルギー庁 HP
＊2 出所：バイオマス白書 2016

≪国内における再生可能エネルギーの動向≫
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事業目的

廃棄物を用いたメタン発酵処理システムを、持続的かつ経済的に成立するものとする

1. 原料調達の検討 ･･･ バイオマスについて持続的な量と質の確保

2. エネルギー変換技術の検討 ･･･ 効率的にバイオマスエネルギーを回収し、必要なコストを下げる

3. エネルギー利用の検討 ･･･ 施設内や周辺地域、産業における有効活用の選択肢を増やす

4. システム全体の検討 ･･･ 持続的かつ経済的に成立する適正な処理規模を明確にする

2015年5月13日 ～ 2016年3月20日
「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業／地域自立システ化実証事業」事業性評価（ＦＳ）
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本実証事業 施設概要



本実証事業 施設概要 ≪乾式メタン発酵施設 フローシート≫
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本実証事業 施設概要

メタン発酵槽（3,000 m3）

メタン発酵槽内下部
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高効率ドラム式選別装置

受入ピット

難処理古紙類

投入装置前原料

適合物ライン

槽内汚泥



本実証事業 スケジュール
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研究開発項目 研究課題 2016 2017 2018 2019 2020
達成率
（2018年度

まで）

１バイオマス原料調達
の検証

① 混合系バイオマスの質と量の検証
100

（継続確認）

２エネルギー変換技
についての検証

① 高効率ごみ選別装置としての検証
100

（継続確認）

② 混合系バイオマスに対してのバイオガス
発生量および メタン濃度の検証

74
（継続確認）

３エネルギー利用
についての検証

① バイオガス使用量等の検証
17

（継続確認）

② 発酵残渣とカーボン滓の熱量把握および
焼却施設における検証

－

４システム全体の検証

① 温室効果ガス削減の検証 －

② システム全体の物質収支および埋立廃棄
物量との検証

－

③ 事業採算性の検証 －

実
証
事
業
施
設

設
計･

建
設･

申
請･

届
出
な
ど



原料投入状況
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液状系 • 種汚泥起源のバイオガスから廃棄物起源の

バイオガスへ計画通り移行できた。

• セルロース系由来バイオマスがメタン発酵

に与える影響を確認できた。

• 安定的にバイオガス量を増加させるための

有機物負荷上昇率を明確にできた。

• 発酵残渣と焼却施設の連携不足により、

12月 日平均バイオガス量が低下した。

• 廃棄物1 tonあたりのバイオガス発生量の

目標値をクリアして継続的に結果を得られ

ることができた。

• 12月日平均バイオガス量を前月より大き

く下回ったが、廃棄物1 tonあたりのバイ

オガス発生量を維持するための運転ノウハ

ウを得られることができた。

図 原料投入割合と日平均バイオガス発生量

図 廃棄物1tonあたりのバイオガス発生量



バイオガス発生状況及び濃度比率 2018年5月～2019年3月
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バイオガス利用実績など
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・各利用機器類の運転等確認

・バイオガス利用率を向上させるための運転計画見直し

電気利用

熱利用

バ
イ
オ
ガ
ス
量

電気利用

熱利用

電気利用

熱利用

利用ベース
固定

利用ベース不安定

運転の制約

≪計画≫ ≪2018年度≫ ≪現在≫

・浸出水処理施設への蒸気供給（重油の削減）

・浸出水処理施設への電力供給（電力量の削減）

・蒸気の一部は、メタン発酵槽内の加温用

バイオガス利用状況

2019年度におけるバイオガス利用計画 バイオガス利用計画のイメージ図

バイオガス利用計画



コンバインドシステムで
発酵残渣の処理

本事業に係わる検討ポイントの抽出
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バイオマス原料

（廃棄物）

・性 状
・種 類
・物 量
・市場相場

メタン発酵槽投入

・収集運搬体制？
・1社に依存していないか？

・選別装置からの異物混入率？
・投入における窒素成分？
・最終投入原料は単一性性状･種類？

・TS ・T-N
・含水率 ・VS

・灰分

発酵後の処理

・利用するのか？
・焼却施設？
・再利用施設？
・下水処理？
・河川放流？

・性 状
・物 量

液肥利用
堆肥利用

液肥利用
が可能

畑などの利用先がある
地域と信頼関係がある小規模プラントの

実績が豊富

処理量が少量
（20 t/日以下）

乾式は希釈調整が不要
湿式は希釈調整が必要

含水率の低い
ごみを扱う

メンテナンス性
維持管理費

最終まで必ず検討が必要
湿式→排水処理

乾式→発酵残渣処理

バイオガス生産量

投入原料に対して
VSがどれだけ分解して

ガス化するのかを
必ず検討

乾式発酵向き

湿式発酵向き

都市ごみ
を扱う

発酵残渣の
焼却利用が可能

≪メタン発酵処理方式を用いた比較検討によるポイント抽出≫

乾式では異物混入に
対する許容範囲が大きい



本実証事業による効果
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2018年度等視察状況 （2017年度の3倍である約1800名の来場者）

株式会社富士クリーン HP

https://www.fujicl.com

1・年間施設来場者数増加に伴う知名度の向上および商談案件の増加

（2019年度も同様のペースで視察申込がある。）

2・表彰および地域企業としての価値向上

平成30年12月25日 経済産業省 地域未来牽引企業選定

平成30年度における本実証事業説明や講演数は、14ヶ所にて実施


